
令和５年度  

隠岐地域保健医療対策会議 在宅医療部会 

 

令和５年 7 月 27 日(木) 17:00～18:30 

（Web 会議）【島後】隠岐支庁 ６階会議室     

 【島前】島前集合庁舎 第１会議室   

 

○あいさつ 

 

 

 

○議  事 

１ 次期 島根県保健医療計画の策定について【資料１】 

 

 

 

 

２ 隠岐圏域における「５疾病・６事業及び在宅医療の取り組み」について【資料２】 

 

 

 

 

３ 紹介受診重点医療機関について【資料３】 

 

 

 

４ 意見交換～隠岐圏域在宅医療に係る共通課題について～【資料４】 

    

 

 

 

○閉会あいさつ 
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第８次保健医療計画の策定について 
 
１． 島根県保健医療計画の概要 
 ○県内の市町村、保健・医療・福祉関係団体の合意による計画であり、施策推進の基

本方針であるとともに県民や各団体等の自主的な活動を促す役割をもつ。 
 ○下記の３つを包含する計画 
  ①医療法に基づく「医療計画」 
  ②健康増進法に基づく「健康増進計画（健康⾧寿しまね）」 
  ③国の示す「健やか親子２１に基づく「健やか親子しまね計画」 
 
２． 保健医療計画の改定について 
 ○計画策定の検討の場について（案） 
 ・検討の場を「隠岐地域保健医療対策会議」「隠岐地域保健医療対策会議 在宅医療
部会」とする。 
 
  隠岐圏域での会議 付加されている役割 新に付加する役割（案） 
隠岐地域保健医療対策会議 
 

地域医療構想調整会議 
全体会 

 

隠岐地域保健医療対策会議 
 在宅医療部会 

地域医療構想調整会議 
関係者会議 

保健医療計画改定作業部
会 

 
○ 現 計 画  平成 30 年度～令和５年度（６年間） 

次期計画  令和６年度～令和１１年度（６年間） 
   ※医療計画作成指針等を踏まえ、令和５年度中に策定する 
 ○新興感染症への対応に関する事項を６事業目として追加するほか、県独自に作成し

ていた圏域編は本編（全県編）に一本化する。 
また、「外来医療計画」及び「医師確保計画」についても保健医療計画に包含し、
「健康増進計画」及び「健やか親子しまね計画」についても、保健医療計画に併
せ改定する。 

 ○第８次島根県保健医療計画〈検討のポイント〉について 
 
 
 

資料１ 
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３．今後の予定 

  令和５年６月頃   医療機能調査 
  令和５年７月頃   圏域在宅医療部会 
            （※検討のポイントや素案について意見聴取） 
  令和５年８月頃   病院ヒアリング 
  令和５年 8 月頃   第１回医療審議会（県）（骨子について審議） 
  令和５年 10 月頃  圏域在宅医療部会、地域保健医療対策会議 
           （※素案について協議） 
  令和５年 12 月頃   第２回医療審議会（県）（素案について審議） 
  令和６年１月頃   意見照会、パブリックコメント等 
  令和６年 3 月頃    第３回医療審議会（最終案の諮問・答申） 
  令和６年３月頃   圏域在宅医療部会、地域保健医療対策会議 
            （※報告） 
  令和６年 4 月～  第 8 次保健医療計画の実施 
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県庁
保健所

（圏域記載部分、医療連携体制図）

・医療機能調査 調査票発送

・第１回在宅医療部会

（※検討のポイントや素案について意見聴取）

・医療機能調査集計結果確定

・第１回医療審議会（骨子審議） 　　（病院ヒアリング）

・第２回在宅医療部会

（圏域素案・医師確保計画・外来医療計画策定協議）

・第１回隠岐地域保健医療対策会議

（圏域素案・医師確保計画・外来医療計画策定協議）

・素案確定 ・圏域素案等確定

・第２回医療審議会（素案審議）

・パブリックコメント、意見照会開始

　↓

　↓

　↓

・パブリックコメント、意見照会終了

・意見への対応、計画案の修正 ・意見への対応、計画案の修正

　↓ 　↓

　↓ 　↓

・最終案の確定 ・最終案（圏域記載部分・連携体制図）の確定

・第３回医療審議会（最終案の諮問・答申） ・隠岐地域保健医療対策会議（報告）

・在宅医療部会（報告）

第８次保健医療計画の策定スケジュール

２月

３月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

18　ページ



【隠岐圏域の状況】（現状・課題と施策の方向）     【資料２】 

 

（１）がん  

 現状（○）・課題（■） 施策の方向 

圏域 

■がんによる 75 歳未満の年齢調整死亡率

は男女ともに全県に比べて近年高く推移

しており、５大がんの検診受診率は目標の

50％に届いていない状況です。がんの早期

発見のために、がん検診を精度管理の下実

施するとともに、受診率向上対策の検討を

継続する必要があります。 

 

〇隠岐圏域における男性の喫煙率及び多

量飲酒割合は全県に比べて高い状況です。

がんの発生には喫煙及び多量飲酒などの

生活習慣等が影響していることから、健康

長寿しまね推進会議等を中心に正しい知

識の普及、生活習慣の改善に向けた啓発を

強化しています。 

 

■島内で実施できない検査、治療について

は、本土のがん診療連携拠点病院等と密接

に連携して実施しています。地域連携クリ

ティカルパスやまめネット等の活用によ

り、本土の医療機関との連携をさらに推進

する必要があります。 

 

○隠岐病院及び隠岐島前病院、ハローワー

クではがん患者の就労相談に対応して

います。また、隠岐圏域では２つのがん

サロンが活動を続けており、悩みや不安

を話し合ったり、情報交換等が行われて

います。 

〇「がん検診の受診勧奨策等実行支援事業」

と連動して、がんに関する正しい知識や検診

の重要性の普及啓発を行い、がん検診受診率

の向上や検診の充実に努めます。 

 

〇健康長寿しまね推進会議等を中心に、がん

の発生リスクがあると科学的に実証されて

いる生活習慣等の改善を推進します。特に喫

煙に関しては、町村や関係機関と連携し、啓

発や環境づくりに取り組みます。 

 

〇圏域の病院で、内視鏡による検査・治療が

継続して実施できるよう技術の確保と体制

の整備を図ります。また、本土医療機関との

連携をさらに強化し、圏域でがん治療が継続

できる体制を整備します。 

 

〇医療従事者及び介護関係者の人材確保及

び研修会を行い、病院の地域連携部門やケ

アマネジャー、訪問看護ステーション、地

域包括支援センター等と連携し、がん患者

が安心して地域移行できる体制整備を図

ります。また、「小児・AYA 世代」「働き盛

り世代」「高齢世代」など、ライフステー

ジ別の支援を行い、がん患者の社会参加、

生活の質の向上を推進します。 
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（２）脳卒中 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

○脳卒中による死亡率は減少傾向にあり

ますが、脳卒中発症状況調査からは男性

の初発率及び女性の再発率が高い状況

が続いています。発症者の多くが高血

圧・高脂血症等を有していることから、

「健康長寿しまね推進事業」と連動した

取組を強化しています。 

 

■特定健康診査受診率が全県に比べ低く、

また高血圧有病率が男女ともに全県に

比べ高いことから、特定健診受診率及び

特定保健指導実施率向上の取組継続と、

高血圧予防及び適正管理指導が重要で

す。 

 

○隠岐病院及び隠岐島前病院において脳

卒中の診断、脳梗塞に対する t-PA 治療が

可能であり、維持期リハビリテーション

など療養支援は関係機関間の連携によ

り実施されています。 

○脳卒中の発症予防のため、生活習慣改善に

向けた健康づくり活動やセルフチェック

の推進、疾病の適正管理や、重症化防止の

ための取組を強化していきます。 

 

 

 

 

○特定健康診査や特定保健指導の受診率向

上に向けた取組を推進します。 

 

 

 

 

 

○住民に対し、初期症状の自覚後速やかに受

診するよう啓発するとともに、脳卒中発症

後の早期診断・治療、さらには発症者の療

養について、保健・医療・福祉が連携し支

援ができる体制整備を図ります。 

 

 

（３）心筋梗塞等の心血管疾患 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

○虚血性心疾患による死亡率は、女性は近

年減少傾向にありますが、男性は全県よ

りも高い状況です。心血管疾患との関連

が深いメタボリックシンドローム（内臓

脂肪症候群）該当者は県と同様に微増し

ており、特に男性の該当者及び予備軍が

高率であることから、「健康長寿しまね

推進事業」と連動しながら、生活習慣改

善のための一次予防の取組を展開して

います。 

 

■急性心筋梗塞の死亡率も、近年、県と比

べ高く、危険因子を早期に発見するため

○虚血性心疾患の発症予防のため、塩分の過

剰摂取、喫煙といった生活習慣を改善する

ための健康づくり活動を引き続き推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

○島根県保険者協議会と連携し、特定健康診

査の受診率向上や特定保健指導の実施率
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にも、特定健康診査の受診率及び特定保

健指導実施率向上の取組継続と、初期症

状出現時における対応について本人及

び家族等患者の周囲にいる者に対する

教育、啓発が必要です。 

 

■再発予防のかかりつけ医の役割として、

基礎疾患・危険因子の管理、緊急時の除

細動等急性増悪時の対応、在宅でのリハ

ビリや再発予防のための管理を訪問看

護ステーション、薬局等と連携して実施

していくことが必要です。 

 

向上を目指した取組を推進します。 

 

 

 

 

 

○急性期医療を担う医療機関と、合併症予防

や再発予防、在宅復帰のための心血管リハ

ビリテーションを実施する医療機関との

連携の推進及び、多職種多機関が連携した

在宅療養が可能な体制の構築に努めます。 

 

 

（４）糖尿病 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

〇糖尿病年齢調整有病者（国民健康保険特

定健診受診者）は、おおむね県と同程度

の割合ですが、女性は平成 30 年度以降

県よりもやや高く推移しています。従来

からの健康長寿しまねの推進に加え、令

和 2 年度からは「しまね健康寿命延伸プ

ロジェクト」のモデル地区活動やプラス

ワン活動などにおいて一次予防の取り

組みを強化しています。 

 

■特定健診で、医療機関受診が必要と診断

されても未受診の方がおられるため、確

実な受診勧奨が必要です。また、様々な

生活背景から治療中断をする方もおら

れるため、治療中断しない働きかけも必

要です。 

 

〇圏域内で透析が実施できる医療機関は 1

か所で、令和４年 10 月 1 日時点での透

析患者（圏域外医療機関受療者除く）は

43 人です。主な原疾患の第 1 位は糖尿病

性腎症で、約４割を占めています。 

〇健康長寿しまねの推進等を中心に、食生活

や運動等の生活習慣の改善等、地域を基盤

とした健康づくり活動をさらに推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

〇特定健診の受診結果より、血糖高値者や慢

性腎臓病ハイリスク者への受診勧奨や保

健指導の徹底など、早期発見・重症化予防

の取組を進めます。 
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■糖尿病患者の治療・管理にあたっては、

医科歯科薬科など様々な職種が連携し

た重症化予防の取組を推進する必要が

あります。 

〇各町村の実情に応じ、多職種連携による糖

尿病の予防・管理体制等の構築を進めま

す。 

 

 

 

（５）精神疾患 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

○隠岐圏域では精神科病床を有する医療

機関は隠岐病院（22 床）であり、精神科

外来は隠岐病院、隠岐島前病院、海士診

療所、知夫診療所で開設されています。

精神科医療体制については令和５年度

からは鳥取大学医学部附属病院の協力

を得て、隠岐病院での常勤医が３名とな

りました。圏域内指定医療機関は隠岐病

院のみで、保護室数も限られていること

から緊急時における本土医療機関との

連携や、日頃から症状悪化防止対策が重

要となります。精神科救急医療体制整備

連絡調整会議等で精神科救急医療体制

整備の検討や連携状況の確認を行って

います。 

○精神障がい者にも対応した地域包括ケ

アシステムの構築を推進するために、一

般住民への精神障がいに関する普及啓

発や、関係機関の支援スキルアップや連

携の推進を図るための研修会や会議を

実施しています。また、入院が長期化し

がちな精神障がい者の地域移行・地域定

着のために、各町村精神科療養支援チー

ムを設置し、関係機関間での連携を密に

して地域住民の協力を得ながら支援を

実施しています。 

■隠岐圏域では、男女ともに、毎日お酒を

飲む者の割合が県と比較して高くなっ

ており、医療機関や保健・福祉機関にお

いてアルコール健康障がいのある方の

対応が増えています。アルコール健康障

○適切な医療を圏域内で提供するため、精神

保健指定医の確保、隠岐病院の精神科病床

の維持、島前地域の精神科外来の継続に努

めます。また、緊急に精神科医療が必要な

方に対し、迅速かつ適切に対応できるよ

う、引き続き関係機関との連携強化を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○精神障がい者が住み慣れた地域で安心し

て暮らせる地域づくりを推進します。特に、

入院から地域生活へという考え方に基づき、

関係機関と連携した退院支援や、退院後の地

域生活について保健・医療・福祉関係者、ボ

ランティア等と連携した生活支援に努めま

す。 

 

 

 

 

○アルコール健康障がいの予防・早期発見・

重症化予防のために、保健・医療・福祉で

連携して切れ目のない支援体制の整備を

図ります。 
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がいの予防・早期発見・重症化予防が必

要です。 

○令和元年 10 月より隠岐病院が「認知症

疾患医療センター（連携型）」の指定を

受け、圏域の認知症医療の核となり専門

医療提供や地域連携を推進しています。

各町村地域包括支援センターにおいて

も継続的な相談支援や、認知症に対する

正しい理解の普及啓発等、認知症になっ

ても住み慣れた地域で安心して暮らし

続けることができる地域づくりを推進

しています。 

 

 

○認知症になっても住み慣れた地域で安心

して暮らし続けることができるよう、保健・

医療・福祉が連携し、総合的な支援体制の構

築を図ります。また、認知症予防の視点を持

ち「認知症になるのを遅らせる」、「認知症に

なっても進行を緩やかにする」ための取組を

推進します。 

 

 

（６）救急医療 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

〇 初期救急については、地域の医師会等

の協力により、在宅当番医制や救急告示病

院の救急外来などの体制がとられていま

す。 

〇 二次救急については２病院が、入院機

能を担う「救急告示病院」に認定されてい

ます（令和５年３月時点） 

〇 三次救急については、本土医療機関に

依存しており、ドクターヘリ等による転院

搬送で救急医療の充実を担っています。令

和 5年 4 月から本土からの傷病者を隠岐地

区の医療機関に搬送するための出動（「下

り搬送」という）について関係者で合意し

ました。 

■ 地域医療を担う医師の高齢化・後継者

不足により、在宅当番医制の継続が厳しい

状況です。救急告示病院の救急外来につい

ても、本来担うべき適正な利用及び医師の

働き方を考慮する必要があります。 

〇 初期救急について引き続き、在宅当番医

制や救急告示病院の救急外来などの体制が

とられるよう、協力を呼びかけてまいりま

す。 

〇 今後もヘリコプター等による救急搬送に

より、地域の医療提供体制の補完を図りま

す。 

 

 

 

〇 担い手不足については、医療福祉分野に

限らず圏域全体の課題ですので、圏域内外の

他の関係機関とも連携し、働きやすい環境を

整えるなど就業環境の整備に取り組んでま

いります。また、医療機関の適正受診に関す

る住民の理解を深め、地域医療を守る意識を

高めるよう、取組を進めてまいります。 

（9）地域医療に同じ 
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（７）災害医療 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

〇 隠岐圏域では、平成 8 年に災害拠点病

院として隠岐病院が指定され、平成 25 年

に災害協力病院として隠岐島前病院が指

定されました。また同年、DMAT 指定医療

機関として、隠岐病院が指定され、DMAT

１チームが配置されています。 

〇 圏域内での大規模災害発生時に、保健

所が中心となって関係機関との情報共有

ができるよう、島前・島後それぞれに「地

域災害保健医療対策会議」を設置していま

す。 

■  災害時における迅速な情報伝達のた

め、平時における訓練、研修などの実施が

必要です。 

〇 災害発生時における福祉部門への情報共

有が曖昧であったため、より多くの関係機関

との情報共有を行い、災害時における住民の

ニーズに迅速に応えられるよう努めてまい

ります。また、災害時においては保健所に設

置する地域調整本部が実践的な医療救護活

動を行うことができるよう、緊密な情報連携

に努めます。 

〇 平時より、災害医療関係機関の情報共有

による連携強化を図るため、島前・島後にそ

れぞれ「隠岐地域災害保健医療福祉対策会

議」を設置し、災害時の速やかな体制整備に

努めます。  

 

 

（８）感染症に対する医療（感染症予防計画）【仮】 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

○隠岐圏域の新型コロナウイルス感染症

の発生状況に応じて、外来診療や入院な

どの医療提供体制の確保や自宅療養者

への支援等を実施してきました。 

 

■新型コロナウイルス感染症患者を本土

の入院医療機関へ移送するための手段

の確保や、島外者が感染した場合の療養

施設の確保について、関係機関との調整

の難しさが課題となっています。 

 

■今後の新たな感染症危機に備え、平時か

ら計画的に体制整備、人材確保・育成、

関係機関との連携強化等に取り組むこ

とが必要です。 

 

 

 

 

○今後、新たな感染症が発生した際の医療提

供体制の確保については、感染症法に定め

る新型インフルエンザ等感染症、指定感染

症及び新興感染症への対応を基本としま

すが、これまでの対応の教訓を生かすこと

ができる新型コロナウイルス感染症への

対応を念頭に医療機関と連携して取り組

むこととします。 

 

○本土の入院医療機関への患者移送や島外

者が感染した場合の療養施設の確保につ

いて、関係者間の役割分担を整理し、民間

業者等との協定締結・業務委託等に備えま

す。また、平時から関係機関との連携を密

にし、新興感染症等の発生時には、協働し

て対応することとします。 

 

○感染症法に基づく予防計画を踏まえて策

定された「健康危機対処計画（感染症）」
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を基に、有事体制への速やかな移行や保健

所業務の効率化を図ります。また、本計画

を基にした実践的訓練等を通じて継続的

に見直しを行い、実効性を担保します。 

 

 

 

（９）地域医療（医師確保等によるへき地医療の体制確保） 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

〇 病院や診療所において医師・看護師な

ど医療スタッフの不足により運営が厳し

くなってきています。さらに開業医の高齢

化・後継者不足により診療所が減少してい

ます（H31.4：32 件→R5.3：30 件）。 

〇 病院が地域医療拠点病院として巡回診

療やへき地診療所への代診医師派遣（地域

医療支援ブロック制）など、地域の診療支

援において大きな役割を果たしています。

海士町や知夫村においては、公立診療所等

が唯一の医療機関として医療を支えてい

ます。 

■ 高齢者世帯の増加に伴い、通院手段の

確保の必要性が増しています。 

■ 地域医療を担う医師の高齢化・後継者

不足により、在宅当番医制の継続が厳しい

状況です。 

〇 担い手不足については、医療福祉分野に

限らず圏域全体の課題ですので、圏域内外の

他の関係機関とも連携し、働きやすい環境を

整えるなど就業環境の整備に取り組んでま

いります。また、医療機関の適正受診に関す

る住民の理解を深め、地域医療を守る意識を

高めるよう、取組を進めてまいります。 

〇 移動困難な患者の通院等のため、オンラ

イン診療の手法について検討していく必要

があります。 

○限られた医療資源を効率的、効果的に活用

できるよう、医療施設の機能の分担・連携を

強化し、適切な医療を提供できる体制を維

持・確保に努めます。 

○管内町村は無医地区から医療機関への通

院手段の確保に努めます。 

 

 

（10）周産期医療 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

○令和 4 年度まで、隠岐病院の産婦人科医

2 名体制で診療されていましたが、令和

5 年度より 1 名体制となりました。その

ため、現在島前病院は島根大学から月２

回の派遣を受け産婦人科外来を行って

います。 

■島前での分娩可能機関がないことや I・

U ターン者が増加した影響もあり、松江

圏域等本土医療機関での出産が増加し

○隠岐病院での院内分娩、島前病院での妊産

婦健診が継続できるよう医療従事者確保

等体制整備していく必要があります。 

 

 

 

○隠岐圏域内の連携強化・課題解決を図るた

め、引き続き「隠岐圏域周産期医療検討会」

を開催します。また、「松江圏域周産期医
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ています。「隠岐圏域周産期医療検討会」

において、圏域の周産期医療や院内助産

の状況、救急搬送の事例等、現状と課題

を整理し、圏域内での連携を図っていま

す。また、平成 20 年度より「松江圏域周

産期医療連絡協議会及び看護連絡会」に

隠岐圏域の医療機関と保健所も参加し

ており、今後も他圏域との連携強化を図

っていく必要があります。 

○島前地域では、妊娠 36 週までに必ず島

前病院へ受診するよう啓発されていま

す。受診することで帰島後の育児支援、

産後ケア等スムーズにつなげることが

できています。また、隠岐病院・隠岐島

前病院ともに、各病院助産師と町村保健

師とで定期的に情報共有を行い、安全な

出産できるよう支援しています。 

療連絡協議会」等に参加し、隠岐病院・隠

岐島前病院と本土側出産対応医療機関と

の連携を強化します。 

 

 

 

 

 

 

○妊婦健診の定期受診や産婦健診の受診を

勧め、関係機関での情報共有を密にして安

全な出産・育児につながるよう支援体制を

図っていきます。 

 

 

（11）小児救急を含む小児医療 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

〇圏域内に小児科を標榜するかかりつけ

医が少ないことなどから、多くの場合、救

急告示病院である隠岐病院と島前病院が

担っています。 

○受診に関する相談サポート体制として、

「小児救急電話相談（＃8000）事業」が実

施されており、圏域での件数は５５件（令

和３年度）です。 

■ 「小児救急電話相談（＃8000）の利用が

低調です。 

〇 隠岐病院及び島前病院で小児に対する診

療体制の確保に努めます。 

○保護者や保育関係者への「小児救急電話相

談（＃8000）事業」等の認知度の向上を図り

ます。 

 

 

（12）在宅医療 

 現状（○）・課題（■） 今後の方向性 

圏域 

○隠岐病院及び隠岐島前病院においては地

域包括ケア病床が導入され、リハビリテーシ

ョン、退院支援など在宅復帰に向けた効率

的な支援が行われています。 

 

○「隠岐地域保健医療対策会議在宅医療部

会」において、在宅医療及び介護サービス体

制の充実に向けて検討を進めます。 
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○医療・介護関係者の連携を密にし、患者や

家族がより安心して療養生活を送ることが

できるよう、関係者とともに入退院が円滑に

行われるよう連携を図っています。 

 

■訪問診療や訪問看護等、医療的ケアが必

要な方の在宅療養に対するニーズは今後

高まるものと見込まれますが、圏域内での

連携強化はもちろんのこと、人材の確保・

定着等体制の整備が課題です。 

 

○入院医療機関と在宅での療養支援に関わ

る機関が協働し、入退院連携を強化します。 

 

 

 

○安心して在宅で療養できるよう病診連携・

医科歯科連携を図りながら、訪問診療体制の

検討及び在宅療養を支える関係者の連携強

化により、在宅療養の支援体制づくりを推進

します。 
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【参考資料】

R5.7.27 隠岐地域保健医療対策会議 在宅医療部会

１～４：平均寿命、平均余命、平均自立期間

主な健康指標の推移

５～６：死因別死亡割合

７～10：がん、脳血管疾患、心疾患による死亡率

11：特定健診結果（高血圧/糖尿病有病率）

12：母子に関する死亡数（周産期・乳児等）

1
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１．平均寿命（0歳平均余命）の推移

76.0

78.0

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

平均寿命の推移

島根県_男 隠岐圏域_男 島根県_女 隠岐圏域_女

歳

年

出典:SHIDS（島根県健康指標データベースシステム）
＊表示年を中心とする5年平均

隠岐圏域の男性の平均寿命は県よりも低く推移して
おり、その差は縮まっていない 2
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２．圏域別男女別平均寿命 （2019年を中心年とする5年平均）

81.49 81.43
82.12

80.52 81.00 80.65 80.26
81.42

87.80 88.16 88.21
87.56 87.28 87.82 87.60 87.87

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

松江圏域 雲南圏域 出雲圏域 大田圏域 浜田圏域 益田圏域 隠岐圏域 島根県

男性 女性

7圏域で比較しても、隠岐圏域の男性は圏域ワースト1

3

（歳）

出典:SHIDS（島根県健康指標データベースシステム）
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３．圏域別男女別65歳平均自立期間（2019年を中心年とする5年平均）

18.41 18.68 18.41 18.24 17.45 18.23 17.92 18.26

21.62 21.97 21.53 21.32 20.62
21.91 21.45 21.49

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

松江圏域 雲南圏域 出雲圏域 大田圏域 浜田圏域 益田圏域 隠岐圏域 島根県

男性 女性

男性の平均自立期間は島根県よりも0.34年短い

4

（年）

出典:SHIDS（島根県健康指標データベースシステム）

31　ページ



４．65歳平均余命と65歳平均自立期間の推移（隠岐圏域）

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

65歳【男性】平均余命・平均自立期間の推移

65歳平均余命 65歳平均自立期間

年

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

65歳【女性】平均余命・平均自立期間の推移

65歳平均余命 65歳平均自立期間

年

平均余命と平均自立期間の差＝平均要介護期間は、男性
よりも女性が長い。また、10年前から平均余命と平均自
立期間の差は縮まっていない

出典:SHIDS（島根県健康指標データベースシステム）
＊表示年を中心とする5年平均

5
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6
出典：島根県健康指標データベースシステム

５．全年齢 死因別死亡割合（2011-2015年、2017-2021年 隠岐圏域）

悪性新生物

26%

心疾患（除く

高血圧性）

14%

老衰

12%

脳血管疾患

9%

肺炎

6%

その他の呼吸

器系の疾患

4%

その他

29%

死因別死亡割合（2011-2015年）全年齢 n=1841

悪性新生物

27%

老衰

15%

心疾患（除く高血圧性）

12%脳血管疾患

7%

その他の呼吸器

系の疾患

5%

肺炎

3%

その他

31%

死因別死亡割合（2017-2021年）全年齢 n=1752

2017-2021年（5年間）の死因の第1位は悪性新生物。老衰
は6年前は第3位だったのが第2位となり15％を占めている
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7
出典：島根県健康指標データベースシステム

６．40-64歳 死因別死亡割合（2011-2015年、2017-2021年 隠岐圏域）

悪性新生物

50%

脳血管疾患

11%

心疾患（除く

高血圧性）

10%

自殺

7%

不慮の事故

5%

その他

17%

死因別死亡割合（2011-2015年）40-64歳 n=146

悪性新生物

46%

心疾患（除く高血圧性）

10%

脳血管疾患

7%

他に分類され

ないもの

5%

自殺

5%

その他

27%

死因別死亡割合（2017-2021年）40-64歳 n=121

2017-2021年（5年間）の死因の第1位は悪性新生物。脳血
管疾患は減少し心疾患と順位が逆転した
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７．全がん 年齢調整死亡率【75歳未満】（人口10万対）
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＊評価のため、年齢調整に用いた基準人口は、
昭和60年モデル人口を使用

男女とも島根県と比べて高く推移。女性は増加傾向にある。
出典：島根県健康指標データベースシステム

8
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８．脳血管疾患 年齢調整死亡率【全年齢】（人口10万対）
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出典：島根県健康指標データベースシステム

＊評価のため、年齢調整に用いた基準人口は、
昭和60年モデル人口を使用

男女とも減少傾向。2012年以降、島根県と比べて高く推移し
ていたが、直近ではその差は縮まる。 9
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９．虚血性心疾患 年齢調整死亡率【全年齢】（人口10万対）

出典：島根県健康指標データベースシステム

＊評価のため、年齢調整に用いた基準人口は、
昭和60年モデル人口を使用

男性は島根県よりも高い状況が続いているが、女性は近年減
少傾向にあり島根県と比べて低く推移している。
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10．急性心筋梗塞 年齢調整死亡率【全年齢】（人口10万対）

出典：島根県健康指標データベースシステム

＊評価のため、年齢調整に用いた基準人口は、
昭和60年モデル人口を使用

男女とも近年減少もしくは横ばい傾向にあるが、直近では島
根県と比べて高い
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11．高血圧/糖尿病年齢調整有病率【40-74歳:国保】

＊評価のため、年齢調整に用いた基準人口は、
昭和60年モデル人口を使用

高血圧有病率は、島根県より高く推移。
女性の糖尿病有病率は、近年、島根県よりやや高い。
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（１）高血圧年齢調整有病率（国保特定健診:40-74歳）
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（２）糖尿病年齢調整有病率（国保特定健診:40-74歳）
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出典：特定健診等データ集計ツール

【高血圧有病者の定義】
受診者のうち、服薬あり、または収縮期血圧140㎜Hg以上または拡張期血圧90㎜Hg以上

【糖尿病有病者の定義】
受診者のうち、服薬あり、または空腹時血糖126mg/dl以上またはHbA1c6.5％以上

12
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・隠岐圏域における周産期・乳児死亡数は年間0～１件程度。

・隠岐圏域における新生児・SIDS・幼児・妊産婦死亡数は0件が続いている。

13

周産期死亡数（資料:人口動態統計）

年 H29 H30 R1 R2 R3

圏域 0 1 0 １ ０

島根県 13 18 17 24 13

新生児死亡数（資料:人口動態統計）

年 H29 H30 R1 R2 R3

圏域 0 0 0 ０

島根県 4 4 4 8

乳児死亡数（資料:人口動態統計）

年 H29 H30 R1 R2 R3

圏域 0 0 0 １

島根県 ９ ９ 10 12

SIDS死亡数（資料:人口動態統計）

年 H29 H30 R1 R2 R3

圏域 0 0 0 ０

島根県 ０ 0 1 1

幼児＊1～4歳死亡数（資料:人口動態統計）

年 H29 H30 R1 R2 R3

圏域 0 0 0 0

島根県 ３ 5 1 3

妊産婦死亡（資料:人口動態統計）

年 H29 H30 R1 R2 R3

圏域 0 0 0 0 ０

島根県 １ 0 1 0 ０

参考：ｅＳｔａｔｰ人口動態統計ｰ都道府県編ｰ死亡・乳児死亡
島根の母子保健

12．周産期・乳児等母子に関する死亡の状況
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【R４年度在宅医療部会の振り返り】 

R5.1.27 在宅医療部会資料から抜粋 （隠岐管内診療機関ヒアリングのまとめ）       
 

★診療所・開業医から 

□医師の高齢化＋開業医が減ることへの不安 

□独居・高齢者世帯の疾患管理＋生活管理が心配  → 地域の見守る仕組みつくりが必要 

■外来と行政の保健活動の連携で、生活習慣病予防・適正管理をしていくことが大切 

■隠岐病院と在宅医療について目線合わせと役割分担を 

□訪問看護師・施設看護師の人材確保が必要 

□離れて住む子ども・家族に、どのように実情を伝え、支援してもらえばいいだろうか  

 

★訪問看護ステーションから 

■病院医師からの指示、病院からの退院前連絡がタイムリーに得られるようになった。 

□要介護５（寝たきり）対応が減った。施設入所の増加。 

  要支援・要介護２までの支援が多い（服薬管理等）。 

■「人工呼吸器をつけた人は島に戻れない」という説明だけでは、本人・家族の理解が得られない。「誰

がキーマンになり、情報集約するか」「家族の介護力の評価」「病院以外の長期療養先の確保」がポイント

になる。 

□施設看護師、在宅ヘルパーの不足。人材確保が必要。 

□コロナ自宅療養で活用したように、Ipad 等の活用で合理化を。 

 

★病院から 

□看護師の確保・現任教育・・・・新人を採用しても、中堅看護師の層が薄く、現任教育が大変。 

・・・・パート看護師が多く、管理職になれる看護師が少ない。 

■慢性期患者の増加→地域の受け皿確保・・・・施設の歩み寄り、具体的な役割分担が必要 

■退院後の病状管理が上手くいかず、入退院を繰り返す・・・・病状管理の目線合わせが大切 

■情報の一元化・・・・・ICT 活用で、訪問看護・施設・診療所等との連携強化 

 
 

 

 

 【課題解決に向けたポイント】  

１． 生活習慣病の予防・適正管理・重症化防止の取組及び連携を強化する 

（それぞれの役割を明確にしながら連携体制の強化を図る） 

医療と保健の連携 
隠岐病院と町立診療所の一元化 

２． 在宅医療体制の現状と今後の見通しを共有する 

 （限られた資源の中で効率的・継続的なサービスの提供を目指す） 

病院との役割分担 

隠岐病院と町立診療所の一元化 

医療と介護の連携 （連携ツールの活用） 

人材確保 

  

 

資料４ 

★意見交換・情報共有の目的 

①相互理解による連携強化 

②各団体・機関の役割を考え、取組を推進する 
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